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〇高齢患者の増加が見込まれることから、外来リハビリテーション、栄養管理、口腔管理、服薬指導、重症化予防、

療養支援等を含め、切れ目なく外来医療を提供できる体制を整備することが必要

○都市部においては、外来医師過多区域等において、外来医療機能の偏在等がみられるほか、区域内の特定の

地域において、休日・夜間の診療体制や専門的な診療機能が不足する状況が見受けられることから、外来機能

報告及びかかりつけ医機能報告により得られるデータ等も踏まえ、地域において必要な外来医療の提供体制を

整備することが必要

○外来医療提供体制の検討に当たっては、必要な時に必要な医療へ適切にアクセスできる体制を確保することが

重要であり、地域の実情に応じて、オンライン診療の活用や通院時の送迎支援、巡回診療の活用等の取組を検討 

国の考え方（１）外来医療の考え方 外来医療

① 外来医療の基本的な考え方 厚生労働省「地域医療構想策定ガイドライン」（令和８年７月３日）等を基に作成
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○身近な地域で日常的な診療や健康管理を担う機能として、かかりつけ医機能の役割が重要

○外来機能の明確化・連携を強化するため、地域の患者はかかりつけ医機能を担う医療機関を受診し、必要に応じて紹介を受けて
紹介受診重点医療機関を受診する流れを明確化

国の考え方（２）かかりつけ医機能、紹介受診重点医療機関

5
出典：厚生労働省「令和７年度医療政策研修会資料」（令和８年３月17日）

外来医療



〇外来医療の需要は減少傾向にあるが、大都市型については微増の見込み

国の考え方（３）外来医療の需要について
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出典：厚生労働省「令和７年度医療政策研修会資料」（令和８年３月17日）

外来医療



〇外来患者数は、2045年頃まで緩やかな増加が見込まれており、特に65歳以上の外来患者数が増加している

都内の状況（１）外来患者数推計
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外来医療患者数推計結果

単位：千人/日

出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」 （令和７年度）

外来医療



○かかりつけ医機能報告を行った都内の医療機関のうち、１号機能を有する医療機関(※)は、都全体で47％に留まる

都内の状況（２）かかりつけ医機能の状況①

8出典：「かかりつけ医機能報告データ」（令和７年度）
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(※) １号機能を有する医療機関とは、継続的な医療を要する者に対する発生頻度が高い疾患に係る診療その他の日常的な診療
を総合的かつ継続的に行う機能であり、以下の要件について「実施している」あるいは「実施できる」こととしている

○「具体的な機能」を有すること及び「報告事項」について院内掲示による公表をしていること
○ 17の診療領域毎の一次診療の対応可能の有無、いずれかの診療領域について一次診療を行うことができること
○ 医療に関する患者からの相談に応じることができること（継続的な医療を要する者への継続的な相談対応を含む）

外来医療

●「具体的な機能」とは

継続的な医療を要する患者に対して、発生頻度の高い疾患についての診
療を行い、日常的な診療において、患者の生活背景を把握し、適切な診
療・保健指導を行い、必要な場合には、地域の医師・医療機関と協力し
て解決策を提供する機能。



〇１号機能を有する医療機関のうち、診療時間外の対応を行っている割合は、病院は４割程度あるが、診療所は２割に満たない

○診療時間外の対応の内訳として、「電話対応」「診療対応」が多い

都内の状況（２）かかりつけ医機能の状況②

自院の外来患者又は家族への診療時間外の対応
実施医療機関数（平日準夜帯）

診療対応・・1,064
電話対応・・1,454
連携診療・・396
連携電話・・357

自院の外来患者又は家族への診療時間外の対応
実施医療機関数（平日深夜帯）

自院の外来患者又は家族への診療時間外の対応
実施医療機関数（休日）

(※１) 診療時間外の対応の内訳は、1つの医療機関で複数回答が可能なため、実施医療機関数と不一致。
(※２) 1号機能を有し、かつ、実施していると回答した医療機関を、実施数として算出。
(※３) 診療時間外の対応の内訳の項目の詳細は以下のとおり

○診療対応・・・自院での診療時間外の診療対応 ○電話対応・・・自院での診療時間外の電話対応
○連携診療・・・自院での一定の対応に加えて複数の他医療機関と連携した診療時間外の診療対応
○連携電話・・・自院での一定の対応に加えて複数の他医療機関と連携した診療時間外の電話対応

外来医療

9出典：「かかりつけ医機能報告データ」（令和７年度）

202

37%

343

63%

実施 未実施

197

36%

348

64%

実施 未実施

200

37%

345

63%

実施 未実施

2,030

19%

8,908

81%

実施 未実施

1,327

12%

9,611

88%

実施 未実施

1,577

14%

9,361

86%

実施 未実施

病院病院病院

診療所 診療所 診療所

診療対応・・165
電話対応・・110
連携診療・・41
連携電話・・22
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〇１号機能を有する医療機関のうち、診療時間外の対応を実施している医療機関数については、地域ごとに差がある

都内の状況（２）かかりつけ医機能の状況③
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外来医療

出典：「かかりつけ医機能報告データ」（令和７年度）
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〇都民のかかりつけ医の有無について、「ある」と回答した割合は都全体で65.0％となっており、70歳以上では86.6％に上る

一方、年齢層が下がるごとにその割合が低下している

都内の状況（３）かかりつけ医の有無

11出典：東京都「保健医療に関する世論調査（令和５年２月）」より一部改
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地域医療構想調整会議・部会における主な意見 外来医療

〇 逆紹介先となる地域の医療機関の詳細な情報が不足している

〇 複数の診療科を受診している患者は、通院の利便性などからも逆紹介に理解を示してもらえないこ
ともあり、患者の理解も必要

〇 地域でかかりつけ医を持ち、かかりつけ医を通して急変時は病院に搬送し、回復後は戻す体制を構
築すべき

〇 複数疾患や認知症のある高齢者の急変時の受入れ先の選定やキーパーソン不在の場合の対応が困難

○ 外来通院中の高齢者を早期に医療・介護につなぐチャンネルを作っておくことが、急変時の円滑な
受入対応につながる
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外来医療について（要点）

項目 都内の状況

医療需要 〇外来患者数は2045年頃まで緩やかに増加（特に65歳以上の外来患者数が増加）

外来機能の連携 〇逆紹介先の地域の医療機関の情報が不足しているとの意見がある

かかりつけ医機能

○急変時の対応等、適切に医療機関等と連携するうえで、かかりつけ医の役割が重要

〇１号機能を有する医療機関は47％に留まる

〇１号機能を有する医療機関のうち、診療時間外対応を実施している割合は、病院約４割、診療所２割未満
で、地域差も存在する

普及啓発 〇かかりつけ医がいると回答した割合は全体で65.0％。70歳以上では86.6％である一方、年齢層が下がるほど低下
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外来医療

〇 今後も外来患者数の増加が見込まれており、紹介・逆紹介の流れの円滑化を含む外来医療体制の役割分担と連携が必要

〇 増加が見込まれる高齢者の複数疾患や急変時の対応等において、円滑に連携・対応するため、かかりつけ医機能の役割が重要

〇 かかりつけ医機能の役割や利点を分かりやすく周知するなど、外来医療機能に関する普及啓発・情報提供も必要



都の特性を踏まえた取組の方向性（案） 外来医療

① 外来医療体制の役割分担と連携の推進

・役割分担の明確化と紹介・逆紹介の流れの円滑化
外来機能の役割を明確にし、まず地域で受診し、必要に応じて専門的な診療を行う紹介受診重点医療機関へ紹介、治療後は
地域へ逆紹介する流れを定着

・地域ごとの医療資源・不足機能の把握
外来機能報告等を活用して地域ごとの医療資源や不足する診療機能を把握のうえ、当該データに基づく地域における協議を実施

・適切な受診の促進と医療資源の有効活用
患者の状態に応じた適切な受診を促し、大病院への集中・重複受診・重複検査等を抑制して、限られた医療資源を有効に活用

② かかりつけ医機能の強化

・かかりつけ医機能を担う医療機関の拡大
日常的な診療、健康相談、予防・重症化予防、慢性疾患の継続管理等を総合的に担う医療機関を拡大

・診療時間外の対応を含む体制整備
休日・夜間の相談・診療、急変時の往診、救急・入院医療との円滑な連携など、急変時における外来医療提供体制を整備

・高齢者の包括的な把握と服薬管理
複数疾患、認知機能、フレイル、栄養・口腔、生活状況等を包括的に把握するとともに、薬局等と連携して服薬状況を管理

・多職種・多機関との連携
病院、診療所、歯科診療所、薬局、訪問看護、地域包括支援センター、介護事業所等と連携のうえ、紹介・逆紹介、入退院
支援、在宅療養への移行等を切れ目なく支援

③ 外来医療機能に関する普及啓発・情報提供

・外来医療機能に関する普及啓発
かかりつけ医機能の役割や利点を分かりやすく周知するなど、外来医療機能に関する普及啓発を実施

・医療情報の提供
病院や診療所などに関する診療内容、対応時間、訪問診療、介護との連携など、都民のニーズを踏まえた情報を提供
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2040年の外来医療の目指す姿 外来医療
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※イメージ図は生成AIにより作成
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国の考え方（１）在宅医療の考え方 在宅医療

① 在宅医療の基本的な考え方

〇今後増加が見込まれる在宅医療の需要について、全てを在宅医療で受け止めるものではなく、広く慢性期医療の需要として、

療養病床や介護施設を含む地域の既存資源を組み合わせて対応することが必要

○休日・夜間を含む24時間の急変時対応、往診、緊急入院等に備えるため、在宅医療を担う診療所と在宅医療等連携機能を担う

医療機関との平時からの情報共有やバックベッドの確保、訪問看護ステーション等との連携体制の構築・強化が必要

○訪問診療体制の拡充だけでなく、ICTやオンライン診療、遠隔モニタリングを活用した効率的な提供体制の構築が求められる

○第９次医療計画に向けて、構想区域や医療機関機能等の考え方と調和の取れるような在宅医療の圏域のあり方や「在宅医療に

おいて積極的役割を担う医療機関」と「在宅医療に必要な連携を担う拠点」が担うべき役割についても検討する必要がある

厚生労働省「地域医療構想策定ガイドライン」（令和８年７月３日）等を基に作成

② 在宅医療等連携機能

〇在宅医療等連携機能は、在宅医療の実施や他の医療機関・介護施設・訪問看護等と連携した24時間対応及び入院対応を提供

〇入院対応等の後方支援や介護施設の協力医療機関としての連携等、地域の医療資源に応じた在宅医療を支える役割が求められる

〇効率的な在宅医療提供の観点から、往診・オンライン診療・遠隔モニタリング等を積極的に活用することが求められる

○在宅医療等連携機能については、急性期拠点機能や高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関が、在宅医療や在宅医療の

後方支援も担う場合、複数の医療機関機能を報告しても差し支えない

第1回策定部会資料より再掲

○慢性期の医療需要の受け皿の整備については、療養病床、在宅医療及び介護保険施設を一体的に検討することが必要

〇都道府県は、慢性期の必要病床数や在宅医療需要、介護保険サービスの将来見込みを踏まえ、地域における将来需要を把握した

うえで、慢性期の医療需要を受け止める体制が地域においてどの程度確保されているかを整理する

○他の病院等が新たに在宅医療や在宅医療等連携機能を担う医療機関として確保することや、地域の介護保険施設を有効に活用

する等、単純に在宅医療等の提供量を増やすことのみを目指すのではなく、既存の地域資源を適切に組み合わせながら、慢性

期の医療需要を地域全体で支える体制を構築することが重要

③ 慢性期の医療提供体制の一体的な確保
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〇在宅医療の需要は引き続き増加する見込み（大都市型は2023年比で、2040年は約５割増）

国の考え方（２）在宅医療の需要について

18出典：厚生労働省「令和７年度医療政策研修会資料」（令和８年３月17日）

在宅医療



〇要介護認定率は、年齢が上がるにつれ上昇し、特に85歳以上で上昇する

○85歳以上の人口は、2040年に向けて引き続き増加が見込まれており、医療と介護の複合ニーズを持つものが一層多くなる

ことが見込まれる

国の考え方（３）医療と介護の複合ニーズが一層高まる

出典：厚生労働省「第１回新たな地域医療構想等に関する検討会資料」（令和６年３月29日）より抜粋

第1回策定部会資料より再掲
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都内の状況（１）都の将来人口推計

20
出典：東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」（令和7年1月）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和5年推計）
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在宅医療

〇都内の65歳以上の人口は大幅な増加傾向（＋25.7％）である一方、生産年齢人口は減少傾向（▲2.9％）
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都内の状況（２）高齢者の単独世帯の状況

〇都内では、高齢者（65歳以上）の単独世帯の割合が高い（28.5%・全国１位）
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〇都内の在宅医療の需要は大きく増加する見込み（2040年に約5.8万人へ増加、2023年比で約1.8倍）

都内の状況（３）在宅医療患者数推計

出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」 （令和７年度）

在宅医療患者数推計結果
単位：千人/日

在宅医療第1回策定部会資料より再掲
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〇都内の在宅療養支援病院の施設数は増加傾向にある一方、在宅療養支援診療所の施設数は横ばい

都内の状況（４）在宅療養支援病院・診療所施設数の推移

出典：厚生労働省「在宅医療にかかる地域別データ集」を基に作成
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都内の状況（５）都内病院における在宅医療の課題

〇都内病院では、在宅医療における課題として「医療人材の不足」や「24時間対応の負担が大きい」が多く挙げられており、

必要な支援として「医療人材確保のバックアップ」が多く挙げられている

出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）

在宅医療を提供する上での課題
（n=215）

在宅医療を提供していない理由
（n=308）

在宅医療の実施に必要な支援
（n=166）
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59.1%
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6.2%

35.1%

19.2%
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その他
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連携病院が確保できない

24時間対応ができない

在宅医療のノウハウがない

必要な機器・設備不足

医師・看護師以外の人材不足

看護師不足

医師不足

43.4%

3.6%

36.7%

36.7%

20.5%

14.5%

19.3%

26.5%

0% 20% 40% 60% 80%

在宅医療を実施する予定はない

その他

医療人材確保の医師会・行政のバッ
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診療報酬の充実

地域の病院や診療所との連携体制

の充実

在宅医療に関して相談できる環境

在宅医療に関するノウハウ等の研

修等

在宅医療実施のための機器・設備

購入補助
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都内の状況（６）都内診療所における在宅医療の課題

〇都内診療所においても、「人材不足」や「24時間対応や緊急時対応等の負担」による体制上の課題に加え、「多職種間での情報

共有」等の連携上の課題を感じており、必要な支援として「24時間診療体制構築などのバックアップ」が多く挙げられている

出典：東京都保健医療局「令和７年度東京都医療機能実態調査（在宅医療）」より一部改
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〇在宅医療を提供している都内病院のうち、在宅医療でＩＣＴを活用している割合は35.5％に留まる

〇活用していない理由として、「導入・運用の費用負担が大きい（52.2％） 」が最も多く挙げられている

都内の状況（７）在宅医療におけるＩＣＴの活用状況

出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）
26

在宅医療におけるＩＣＴの活用状況 在宅医療においてＩＣＴツールを活用していない理由
在宅医療においてＩＣＴを活用していない病院のみ回答（n=138）

35.5% 64.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=220）

①活用している ②活用していない
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③関係施設が導入していない

②患者側に抵抗がある

①問題なく対応できている

在宅医療



〇都内の認知症高齢者数及び割合について、年々増加傾向にある

○認知症高齢者の出現率は、年齢層が上がるにつれ増加傾向にある

都内の状況（８）医療と介護の複合ニーズの状況①

出典：東京都福祉局「令和７年度認知症高齢者数等の分布調査報告書」
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※ 自立度Ⅰ以上…何らかの認知症の症状がある、自立度Ⅱ以上…見守り又は支援が必要 
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〇都内の85歳以上人口は、2040年に向けて増加が見込まれる（2025年63.6万人→2040年73.7万人、約1.2倍）

○見守り又は支援が必要な認知症高齢者数も同様に、2040年に向けて増加見込（2025年37.8万人→2040年44.6万人、約1.2倍）

都内の状況（８）医療と介護の複合ニーズの状況②

出典：東京都福祉局「令和７年度認知症高齢者数等の分布調査報告書」より一部改
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○在宅医療や介護の需要増加に対して、需要抑制に向けた、疾病・介護予防や健康づくりも重要

○都民のフレイルの認知度について、「知っている」と回答した割合は36.3％に留まる

都内の状況（８）医療と介護の複合ニーズの状況③

29

出典：東京都福祉局「知っておくからはじめるー介護予防・フレイル予防ー」
リーフレットより抜粋

出典：東京都福祉局『令和７年度東京都福祉保健基礎調査「高齢者の生活実態」』（速報）

フレイルの認知度

36.3%

18.7%

13.3%

11.2%

39.5%

60.4%

10.9%

9.7%

令和７年度

（3,449人）

令和２年度

（4,711人）

知っている 中身は知らないが、言葉は聞いたことがある 知らない 無回答

※ フレイルとは、年齢とともに心身の活力（筋力や認知機能など）が低下し、
 要介護状態となるリスクが高い状態で、「健康」と「要介護」の中間をいう
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〇都内の医療機関におけるＡＣＰの取組状況について、病院63.9％、一般診療所53.6％と一定程度取り組んでいるものの、

都民のＡＣＰの認知度について、「知っている」と回答した割合は5.7％に留まり、「知らない」と回答した割合が71.9％と高い

都内の状況（９）ＡＣＰの取組状況・認知度

ＡＣＰの取組状況

0% 25% 50% 75% 100%

ＡＣＰに取り組んでいる 取り組んでいない 無回答

出典：東京都保健医療局「令和７年度東京都医療機能実態調査（在宅医療）」

ＡＣＰの認知度

令和７年度
 (3,449人)

5.7 13.9 71.9 8.6

【参考】
令和２年度 
(4,711人)

5.2 16.4 70.5 7.9

0% 25% 50% 75% 100%

知っている 中身は知らないが、言葉は聞いたことがある 知らない 無回答

出典：東京都福祉局『令和７年度東京都福祉保健基礎調査「高齢者の生活実態」』（速報）

病院
 (n=147)

63.9 36.1

一般診療所 
(n=1,121)

53.6 46.3

0.1
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〇高齢者救急の受入時の課題として、「退院までに時間がかかる（67%）」「退院先の選定が困難（65%）」が多く挙げられている

〇受入困難患者の受入困難理由として、「精神疾患で意思疎通が困難（50.8%）」、「家族からの支援が得られない（42.8%）」、

「経済的理由（37.6%）」が多く挙げられている

都内の状況（10）高齢者救急の受入・受入困難患者の受入時の課題

31
出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）

受入困難理由高齢者救急の受入に関する課題 (n=591)
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地域医療構想調整会議・部会における主な意見 在宅医療

○ 重症者は拠点、軽症者は地域で受け止める体制を在宅医療も含めて整備し、持続可能な医療提供体
制の構築が必要

○ 高齢者人口及び介護需要増加を踏まえ、包括期病床や在宅等支援機能を介護と一体的に整備するこ
とが重要

○ 一人体制の診療所が多いことから、チームで療養生活を継続する体制づくりが重要

〇 退院後に生活へ戻す際には、医師、看護師、MSW、退院調整看護師、リハビリ職、ケアマネ
ジャー、等の多職種連携が不可欠

○ 在宅医療の受け皿に地域差があり、訪問診療を担う医師の確保や看取り体制の整備が必要

〇 在宅医療需要が増加する中、高齢者単独世帯での在宅療養を実現するには相当の対策が必要

○ ＡＣＰは本人だけでなく家族を含めて話し合い、かかりつけ医が中心となって確認していくことが
必要

〇 施設や在宅からの救急搬送が増えており、高齢者を支える医療、生活を支える医療を中心に考えて
いく必要があり、そのためには地域包括ケアシステムをより充実させることが重要
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在宅医療について（要点）

項目 都内の状況

医療需要

〇65歳以上人口は大幅増 (2040年は2025年比で＋25.7％) である一方、生産年齢人口は減少傾向 (▲2.9％)

○高齢者単独世帯の割合が高い

○在宅医療需要は大幅増加（2040年は2023年比で約1.8倍）

供給体制

〇在宅療養支援病院数は増加傾向にある一方、在宅療養支援診療所数は横ばい

○「医療人材の不足」「24時間対応の負担」を課題としている医療機関が多い

〇在宅医療を提供している都内病院における在宅医療でのＩＣＴ活用は35.5％に留まり、未活用の理由とし
て「導入・運用の費用負担が大きい」が最も多く挙げられている

医療と介護の複合
ニーズの高まり

○85歳以上人口は2040年に向けて増加見込（2040年は2025年比で約1.2倍）

〇認知症高齢者数及び割合は年々増加

〇認知症高齢者の出現率は年齢層が上がるにつれ増加傾向

○見守り又は支援が必要な認知症高齢者数は2040年に向けて増加見込（2040年は2025年比で約1.2倍）

〇フレイルの認知度は36.3％に留まる

○ＡＣＰの認知度は5.7％に留まる

〇高齢者救急受入時の課題として「退院までに時間がかかる」「退院先の選定が困難」が多く挙げられている

〇受入困難理由として「精神疾患で意思疎通が困難」「家族からの支援が得られない」「経済的理由」が多
く挙げられている

在宅医療

〇 在宅医療需要の増加や医療と介護の複合ニーズがさらに高まることを見据え、受け皿の拡充を含めた在宅医療の供給体制の整備
を進めるとともに、予防・健康づくり等を通じた需要の最適化に向けた取組により、持続可能な在宅療養体制を構築することが
必要

〇 救急搬送や搬送後の円滑な在宅療養生活への移行時における高齢者救急医療体制との接続や、認知症や高齢者の独居など社会的
背景を抱える患者等を支える福祉・介護施策との連携等、他施策・他分野との緊密な連携も重要
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都の特性を踏まえた取組の方向性（案） 在宅医療

➢ 供給体制の整備と需要の最適化の両面から、持続可能な在宅療養体制を構築

・地域における在宅療養体制の整備
「在宅療養に必要な連携を担う拠点（区市町村）」を中心
に、多職種・多機関が連携し、持続可能な体制を構築

・在宅療養生活への円滑な移行の促進
退院支援や退院後の受入れに関する連携を推進

・在宅医療人材の確保・育成
新たな担い手の確保とあわせ、質の維持・向上を推進

・ＤＸを活用した在宅医療の推進
効率化と、患者・医療者の安心につながる体制を構築

・予防、健康づくりの強化
生活習慣病やフレイル等の進行・重症化を予防

・医療機関と介護施設の連携強化
退院支援及び退院後の受入れに関する連携を推進

・ＡＣＰの更なる推進
医療・介護等に関する本人の希望をあらかじめ明確化

➢ 他施策・他分野との緊密な連携

・容体が悪化した際に、救急搬送、入院、退院、再び在宅へ

戻る流れを地域で支える体制が重要

・在宅医療単独ではなく、高齢者救急医療体制と一体的に設計

・認知症対策、見守り、権利擁護、孤立支援、生活支援など

の福祉施策と連携が重要

① 供給体制の整備（受け皿の拡充） ② 需要の最適化に向けた取組

③ 高齢者救急医療体制との接続 ④ 福祉・介護施策との連携
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需要の最適化 受け皿の拡充と需要の
最適化の取組により、
持続可能な在宅医療
の提供体制を構築



2040年の在宅医療の目指す姿 在宅医療
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【１】外来医療

【２】在宅医療

【３】介護との連携

【４】人材確保

【５】医療ＤＸ

【６】その他検討すべき分野



国の考え方（１）介護との連携の考え方 介護との連携

〇高齢者救急の増加に伴い、退院後の受け皿として介護サービスを適切に活用できるよう、医療機関と介護保険

施設との間で、介護老人保健施設、介護医療院等の役割や機能の理解を共有し、退院支援及び退院後の受入れに

関する連携を進める必要がある

＜介護との連携の取組例＞ 

・ 介護保険施設における医療提供やリハビリテーション等の機能について、地域の関係者が理解を深める場を設定 

・ 医療機関と介護保険施設との間で、入院中の患者の状態像や介護保険施設側で受入可能な状態等を整理し、地域で共有 

・ 退院時における医療機関と介護保険施設の実際の連携事例について、具体的な流れや情報連携の内容等を含め、地域で共有 

・ 介護保険施設と協力医療機関とのマッチング・連携に係る支援

○高齢者施設入所者の状態悪化時に、適切な介入を行い、必要時の円滑な入院につなげるよう、協力医療機関の

確保、平時からの情報共有、受診及び搬送のルールの整理等を通じて、高齢者施設と医療機関との連携体制を

進めることが重要

○介護保険施設については、提供可能な医療行為の範囲等について施設ごとに把握することも重要

① 介護との連携の基本的な考え方
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厚生労働省「地域医療構想策定ガイドライン」（令和８年７月３日）等を基に作成



〇訪問診療・往診における困難事例として、「独居や家族のサポートを受けにくい（67.6％）」「経済的困窮（45.1％）」

「認知症等介護が必要（41.2％）」の割合が高い

〇病院・介護施設間の連携の課題として、「診療内容と疾患や病状が合致しない（48.2％）」、「患者情報の不足（34.5％）」

「同一施設に退院できない（33.7％）」が多く挙げられている

都内の状況（１）医療と介護の連携における課題

出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）

病介連携における課題訪問診療・往診の困難事例

10.3%

2.5%

27.9%

45.1%

67.6%

28.9%

41.2%

0.0% 50.0% 100.0%

⑦その他

⑥居住している外国人でありコミュ

ニケーションが困難

⑤在宅による医療的処置の制約

④患者の経済的困窮

③独居や家族のサポートを受けにく

い高齢の患者

②精神疾患患者に対して専門的知識

を要する

①認知症等介護が必要な患者であり

職員の負担が大きい

訪問診療・往診実施病院のみ回答（n=204）

全体 ICT活用の有無

①活用 ②未活用

①提供できる診療内容と疾患や病状が合致しない 270 51 219

②対象患者の情報が不足 195 38 157

③問い合わせの返答が遅い 72 16 56

④連携業務の担当者がおらず窓口が不明確 41 8 33

⑤貴院の入退院調整業務の担当者が不足 80 19 61

⑥患者を受け入れた際、同一施設に退院ができない 190 38 152

⑦その他 41 3 38

⑧課題はない 101 15 86

全体（n=569）

介護との連携
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〇令和12（2030）年度の介護サービス量の推計（※）は、令和４年度と比較し、増加している（令和12年度の需要は令和4年度比で、

訪問看護ステーションは約1.30倍、介護老人福祉施設は約1.22倍、介護老人保健施設は約1.17倍、介護医療院は約1.64倍）

都内の状況（２）介護サービスの実績及び見込み 介護との連携
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介護医療院

単位：１月あたり利用者数

出典：東京都福祉局「第９期東京都高齢者保健福祉計画」を基に作成

令和６年度以降の数値は見込み量となっている
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（※）第９期介護保険事業計画策定にあたり都内各保険者（区市町村）が推計



〇都内の訪問看護ステーションの事業所数については増加傾向

○都内の介護保険施設の定員数について、特別養護老人ホーム及び介護医療院は増加傾向にある一方、介護老人保健施設は横ばい

都内の状況（３）訪問看護・介護保険施設の推移

出典：東京都福祉局「東京の高齢者と介護保険データ集（令和８年６月）」

介護との連携
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※「必要入所定員総数」…各圏域を構成する区市町村の各年度の入所者数見込みに基づき、今後の整備（指定）見込数、
既存の施設の配置状況等を考慮して、広域的観点から地域偏在を緩和する方向で、調整して設定している。 40



〇都内の認知症高齢者数及び割合について、年々増加傾向にある

○認知症高齢者の出現率は、年齢層が上がるにつれ増加傾向にある

都内の状況（４）医療と介護の複合ニーズの状況①

出典：東京都福祉局「令和７年度認知症高齢者数等の分布調査報告書」
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※ 自立度Ⅰ以上…何らかの認知症の症状がある、自立度Ⅱ以上…見守り又は支援が必要 

介護との連携
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〇都内の85歳以上人口は、2040年に向けて増加が見込まれる（2025年63.6万人→2040年73.7万人、約1.2倍）

○見守り又は支援が必要な認知症高齢者数も同様に、2040年に向けて増加見込（2025年37.8万人→2040年44.6万人、約1.2倍）

都内の状況（４）医療と介護の複合ニーズの状況②

出典：東京都福祉局「令和７年度認知症高齢者数等の分布調査報告書」より一部改
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Ⅱ以上（人数） 65歳以上人口に占める割合 単位：万人

介護との連携
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出典：2050東京戦略附属資料「東京の将来人口」を基に作成

再掲



○在宅医療や介護の需要増加に対して、需要抑制に向けた、疾病・介護予防や健康づくりも重要

○都民のフレイルの認知度について、「知っている」と回答した割合は36.3％に留まる

都内の状況（４）医療と介護の複合ニーズの状況③
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出典：東京都福祉局「知っておくからはじめるー介護予防・フレイル予防ー」
リーフレットより抜粋

介護との連携

出典：東京都福祉局『令和７年度東京都福祉保健基礎調査「高齢者の生活実態」』（速報）

フレイルの認知度

36.3%

18.7%

13.3%

11.2%

39.5%

60.4%

10.9%

9.7%

令和７年度

（3,449人）

令和２年度

（4,711人）

知っている 中身は知らないが、言葉は聞いたことがある 知らない 無回答

※ フレイルとは、年齢とともに心身の活力（筋力や認知機能など）が低下し、
 要介護状態となるリスクが高い状態で、「健康」と「要介護」の中間をいう

再掲



地域医療構想調整会議・部会における主な意見

○ 介護施設との連携に当たっては、患者情報を適切に共有するために、ケアマネジャーなど介護職と
連携を図ることが大事

○ 自院が担っている機能や提供実態を、他の医療機関や介護施設等に適切に伝えていくことが大事

○ 高齢単独・高齢者のみの世帯では、医療的には退院可能でも生活上の課題があり、介護施設を含めた退
院後の生活の場の確保が必要

〇 老健施設は介護予防、リハビリ、看取り、フレイル対応、ショートステイ等を担っており、在宅生活を
支える地域資源として活用すべき

○ 特別養護老人ホームや介護医療院などの地域の受け皿が不足している点が課題

○ 急性期治療後の認知症高齢者等を高齢者施設・介護施設で受け入れるには、専門性の高い看護師に
よる支援や施設側の受入体制の強化が必要

○ 訪問看護ステーションは増加しているが質に差があり、地域の訪問看護の質を担保していくことが
重要

○ 高齢者の栄養問題への対応やフレイル予防のための運動等、予防の観点からも考えることが大事
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介護との連携



介護との連携について（要点）

項目 都内の状況

医療と介護の
連携上の課題

〇病院・介護施設間の課題として、「診療内容と病状の不一致」「患者情報の不足」「同一施設に退院でき
ない」が多く挙げられている

〇訪問診療・往診の困難事例として、「独居・家族のサポートを受けにくい」「経済的困窮」「認知症等介
護が必要」が多く挙げられている

介護需要

供給体制

〇令和12年度の介護サービス量の推計は令和4年度比で増加

○訪問看護ステーションの事業所数は増加傾向。また、地域の訪問看護の質の担保が重要との声もある

〇特別養護老人ホーム及び介護医療院の定員数は増加傾向にある一方、介護老人保健施設は横ばい

医療と介護の複合
ニーズの高まり

○85歳以上人口は2040年に向けて増加見込（2040年は2025年比で約1.2倍）

〇認知症高齢者数及び割合は増加傾向

〇認知症高齢者の出現率は年齢層が上がるにつれ増加傾向

○見守り又は支援が必要な認知症高齢者数は2040年に向けて増加見込（2040年は2025年比で約1.2倍）

〇フレイルの認知度は36.3％に留まる

〇 認知症や高齢者の独居など社会的背景を抱える患者等が適切に医療・介護サービスを受けられるよう、介護保険施設と医療機関
の切れ目ない連携体制を構築することが求められる

〇 医療的ケアが必要な高齢者の施設・在宅での療養を支援するため、介護保険施設の受入体制の整備や訪問看護人材の質の向上を
含む訪問看護ステーションの機能強化が必要

〇 85歳以上人口や認知症高齢者の増加が見込まれる中、需要抑制に向けた、フレイル等の予防・健康づくりの推進も重要
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都の特性を踏まえた取組の方向性（案） 介護との連携

① 介護保険施設と医療機関の切れ目ない連携体制の強化

・介護保険施設と協力医療機関との連携体制の構築
介護保険施設と協力医療機関が患者の状態像や医療ニーズ等を相互に共有し、急変時対応を見据えた実効性ある連携体制を構築

・平時からの医療と介護の情報共有
病院、介護施設、ケアマネジャー等が患者の医療・介護情報を共有し、状態変化時や入退院時に円滑な支援が行える体制を構築

・受診及び搬送ルールの整理
状態悪化時等における相談、受診、搬送、入院及び退院後の受入れに係るルールを整理し、円滑な医療提供体制を確保

② 介護保険施設の受入体制の強化

・介護保険施設の整備の推進
地域の介護ニーズを踏まえて算定された入所者数見込みに基づき、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護医療院等を整備

・医療的ケアが必要な要介護者の受入強化
今後も増加が見込まれる医療的ケアが必要な要介護者の受入を強化するための取組を推進

③ 訪問看護ステーションの機能強化

・訪問看護人材の確保・育成・定着
質の高い訪問看護を提供するため、訪問看護人材の確保・育成・定着を総合的に推進

・訪問看護ステーションの体制整備
安定的なサービス提供の観点から、管理者の育成や環境整備等に係る取組を推進

④ フレイル等の予防・健康づくりの推進

・望ましい生活習慣等の実践に関する普及啓発
加齢に伴い低下する運動機能や認知機能を維持するため、運動や健康的な食事、生活習慣の改善等に関する普及啓発を実施

・住民主体の通いの場づくり等の推進
介護予防に取り組む人材育成や住民主体の通いの場づくりなどの介護予防活動等、区市町村が行う介護予防の取組を支援
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2040年の介護との連携の目指す姿 介護との連携

47

※イメージ図は生成AIにより作成



本日ご議論いただきたい主な論点

〇外来医療、在宅医療、介護との連携について、

各疾病・事業別協議会に検討すべき事項を

申し送りたい

〇その観点から、「2040年の東京の目指す姿」や
「都の特性を踏まえた取組の方向性（案）」に

ついて、追加すべき点などご意見いただきたい

外来・在宅・介護連携
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【１】外来医療

【２】在宅医療

【３】介護との連携

【４】人材確保

【５】医療ＤＸ

【６】その他検討すべき分野



〇急性期医療の需要が相対的に減少する一方、高齢者救急や在宅医療の需要増加が見込まれることから、単に医師数の多寡のみで

判断せず、医療機関機能に基づく役割分担を踏まえ、どの地域に、どの診療領域の医師を、どの程度重点的に確保するかが重要

○医師の確保については、大学病院本院による人的協力が重要であり、都道府県と大学病院本院は密に連携することが求められる

○その他の医療従事者の養成・確保については、国が進めている需給推計及び人材養成・確保に関する検討状況を踏まえること

国の考え方（１）人材確保の考え方 人材確保

① 人材確保の基本的な考え方 厚生労働省「地域医療構想策定ガイドライン」（令和８年７月３日）を基に作成

③ 医育及び広域診療機能

〇医育及び広域診療機能は、大学病院本院が担うものであり、常勤医師や代診医の広域的な派遣、医療従事者の育成、広域な観点

が求められる診療について、都道府県と連携のもと総合的に取り組むことが求められる

〇大学病院本院は、医育及び広域診療機能のみを報告するものとする

② 医師確保・大学病院本院との連携

〇医師確保については、地域医療構想と医師確保計画その他の既存の施策とも整合を取りながら進める必要があり、地域医療対策

協議会における協議とも連動を図る必要がある

〇大学病院本院や急性期拠点機能を担う医療機関は、相対的に多くの医師が配置されることとなるため、地域の他の医療機関に

対して、代診医や当直医の確保等について協力することが求められる

○大学病院本院は、高度で専門的な医療の提供や医師の養成に加えて、地域医療への人的協力を担う立場にあることから、地域の

必要性を踏まえ、急性期拠点機能を担う医療機関への外科医、麻酔科医等の派遣、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関

への内科系医師等の協力、へき地や人口の少ない地域における代診医の確保等について、都道府県と連携して取り組む必要

○都道府県内に大学病院本院が複数ある場合、都道府県は、各大学病院本院の特性を踏まえ、人的協力の役割分担を整理する

第２回策定部会資料より再掲
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〇国の推計によると、2040年の総就業者数は大きく減少するものの、医療・福祉分野の就業者数は、2018年比で約２割増加

  （826万人→1,070万人）

国の考え方（２）医療・介護人材の就業者推計

需要面から推計した医療福祉分野の就業者の推移

出典：厚生労働省「第１回新たな地域医療構想等に関する検討会資料」（令和６年３月29日）より抜粋

第1回策定部会資料より再掲 人材確保
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〇人材確保策に加え、労働環境の改善や医療DX、タスクシフト・シェア等による生産性向上を一体で進めることが重要

国の考え方（３）医療従事者の体制整備の必要性

出典：厚生労働省「第２回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会資料」（令和７年８月８日）より抜粋
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〇都内の医師数は年々増加している一方で、病院に従事する医師は令和４年から令和６年にかけて減少

〇二次医療圏ごとにみると、都内では南多摩、西多摩及び島しょが医師少数区域となっている

都内の状況（１）医師数の推移・医師偏在の状況

53出典：東京都保健医療局「令和８年度第１回 東京都地域医療対策協議会 医師部会資料」（令和８年５月26日）より一部改

二次医療圏別医師偏在指標
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※各年12月31日現在
※医療施設以外で従事する医師…介護老人保健施設・介護医療院の従事者、行政機関の従事者、産業医等

（人）

人材確保



〇かかりつけ医機能報告を行った都内の医療機関のうち、総合診療専門医がいる割合は、病院・診療所ともに１割に満たない

都内の状況（２）総合診療専門医の有無
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人材確保

41

8%

504

92%

病院

有り 無し

682

6%

10,256

94%

診療所

有り 無し

総合診療専門医の有無

出典：「かかりつけ医機能報告データ」（令和７年度）



〇都内の看護職員数は年々増加しているものの、有効求人倍率は全職業と比べ高水準で推移

都内の状況（３）看護職員数の推移・有効求人倍率

出典：厚生労働省「衛生行政報告例」

人材確保
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看護師・准看護師（都）

看護師・准看護師（全国）

全職業計（都）

全職業計（全国）

（人） （倍）



〇都内の介護関連職種の有効求人倍率は、全職業の有効求人倍率を大きく上回っており、人手不足が一層深刻化

都内の状況（４）介護職員の有効求人倍率 人材確保
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注：各年度の有効求人倍率は、公共職業安定所における「有効求人数」を「有効求職者数」で除して得たもの
（パートタイム（1週間の所定労働時間が通常の労働者に比し短い者をいう。）を含む常用（雇用契約において雇用
期間の定めがないか又は４か月以上の雇用期間が定められているもの（季節労働者を除く。）をいう。）に限る。）。

注：介護関連職種とは、福祉施設介護員やホームヘルパー等を指す。
注：出典における職業分類が、令和５年度から「日本標準職業分類（平成21年改定）」に基づく区分へ変更された。

出典：厚生労働省職業安定局「職業安定業務統計」

職業分類
の変更

有効求人倍率の推移
（倍）



〇都内の病院では、職種ごとの職員の過不足状況を見ると、看護補助者・介護職員、看護師の順で不足感が強い

〇高度急性期の病院では、医師の不足感が最も強い

都内の状況（５）各職種の人員配置状況
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第1回策定部会資料より再掲

出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）

人材確保



〇看護補助者・介護職員の必要数を確保できていない病院は約３割存在する

〇確保が難しい職種として、医師（42.8％）、看護師（62.9%）、看護補助者（50.4%）の割合が高い

都内の状況（６）職員の採用状況・確保が難しい職種
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出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）

人材確保



〇タスクシフトの取組状況として、約６～７割が「取り組んでいる」「今後取組を拡大したい」としている

〇タスクシフトにおける最も重要な課題として、「人員不足（39.2％）」「主導する人材がいない（29.1％）」の割合が高い

都内の状況（７）タスクシフトの取組状況・課題
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タスクシフトの取組状況 タスクシフトの課題
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2.5%

7.6%
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①人員不足で制度

・体制変更が困難

②主導する人材がいない

③制度・体制変更

への理解が得られない

④連携体制が不十分

⑤業務の整理・

切り出しが困難

⑥給与・評価制度が未整備

⑦教育・研修体制が不十分

⑧必要なツール

の整備が困難

⑨その他

最も重要 重要

出典：東京都保健医療局「地域医療に関する調査・分析業務等報告書」（令和７年度）

人材確保

(n=158)



地域医療構想調整会議・部会における主な意見

〇将来需要増が見込まれる在宅医療・介護を担う人材の不足が懸念され、特に外国人人材は育成に時
間を要する

〇都心部では医療機関の増加や再開発による賃料上昇等により、人手不足感や事業継続上の厳しさが
増しており、提供側の持続可能性も考慮すべき

〇人材不足の状況を踏まえると、総合診療医など幅をもって診ることができる体制や多職種連携の取
組が重要

〇高齢者救急の需要が今後増加することを踏まえると、多職種連携が大事になると考えているが、各
病院が人員不足の中、さらに人員を増やすことは難しいため、これを解決するための具体的な方策
があるとよい

〇看護職のスキルアップ・教育が必要であり、在宅における特定行為研修修了看護師の活用も進める
べき

〇 特定機能病院の人材派遣・教育・研究の役割を踏まえ、やりがいを持って働ける人材確保策が必要
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人材確保



人材確保について（要点）

項目 都内の状況

医療人材の

供給状況

〇医師：増加傾向、病院に従事する医師はR４～６年で減少

○看護職員：増加傾向、有効求人倍率は全職種を上回る

○介護職員：有効求人倍率は全職種を大きく上回る

〇南多摩・西多摩・島しょが医師少数区域

〇かかりつけ医機能報告を行った都内医療機関のうち、総合診療専門医がいる割合は１割未満

都内病院の
人材確保状況

〇看護補助者・介護職員、看護師の順で不足感が強い

○高度急性期の病院では、医師の不足感が最も強い

○看護補助者・介護職員の必要数を確保できていない病院は約３割存在

多職種連携
○高齢者救急や在宅医療、介護との連携の需要増に伴い、多職種連携の必要性が高まっている

○看護職のスキルアップ・教育が必要との声もある

持続可能な働き方

〇タスクシフトは約６～７割が取組を進めている

〇一方でタスクシフトにおける最も重要な課題として「人員不足」「主導する人材がいない」が多く挙げら
れている
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人材確保

〇 増加する医療需要に対して必要な、医療人材の安定的な確保が必要

〇 高齢者の複数疾患の診療や在宅医療・介護との連携を支える、地域で治し支える医療人材の育成が求められる

〇 地域全体の連携を含む多職種連携の必要性が高まっており、各職種が専門性を発揮するチーム医療の推進が求められる

〇 生産年齢人口が減少する中、持続可能な働き方に向けた体制づくりが必要



都の特性を踏まえた取組の方向性（案） 人材確保

① 医療人材の安定的な確保

・医療需要を踏まえた医療人材確保の一体的な推進
将来の医療需要を踏まえた、医師、看護職員等の医療人材の確保、養成、定着を一体的に推進

・医師少数区域への対応
医師の地域偏在・診療科偏在の是正に向け、大学、医療機関等と連携した医師確保の取組を推進

② 地域で治し支える医療を担う医療人材の育成

・総合診療機能の強化
高齢者の複数疾患の診療など、総合的に診療する総合診療専門医の育成等の取組を推進

・地域での療養生活を支える看護職員の育成
入院から退院後の在宅療養・介護まで、患者を切れ目なく支える中心的な役割を担う看護職員の資質向上や、訪問看護人材の
育成支援を推進

③ 各職種がそれぞれの高い専門性を十分に発揮できるチーム医療の推進

・多職種連携によるチーム医療の推進
医師、看護職員、薬剤師、歯科医師、リハビリテーション職、歯科衛生士、医療ソーシャルワーカー等が、それぞれの専門性
を発揮しながら、地域全体の連携の中で、入院から退院、在宅療養、介護との連携までの支援を実施

・多職種連携を担う人材の育成
入退院支援や地域移行支援等において、多職種連携の中核を担う人材の育成を推進

④ 医療ＤＸの活用や勤務環境改善、タスクシフト・シェア等による持続可能な働き方の実現

・医療ＤＸの活用とタスクシフト・シェアの推進
ＩＣＴ・ＡＩを活用した業務の効率化やタスクシフト・シェアによる各職種の専門性に応じた業務の最適化を推進

・働き続けられる職場環境の整備
働き方改革への対応や勤務環境改善に向けた取組など、働き続けられる職場環境の整備を推進
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2040年の人材確保の目指す姿 人材確保
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※イメージ図は生成AIにより作成



【１】外来医療

【２】在宅医療

【３】介護との連携

【４】人材確保

【５】医療ＤＸ

【６】その他検討すべき分野



〇生産年齢人口の減少に伴い、医療従事者の確保が更に困難となる中、医療ＤＸを着実に推進していくことが重要

〇切れ目なく質の高い医療を効率的に提供するため、国は全国医療情報プラットフォームの構築を進めている

〇医療機関は電子カルテにより診療情報（３文書６情報）の共有が可能となり、個人はマイナポータルから医療、介護、行政と

つながり情報共有やサービスを受けることが可能となることが見込まれる

国の考え方（１）全国医療情報プラットフォームの構築

65出典：厚生労働省「第４回『医療DX令和ビジョン2030』厚生労働省推進チーム資料」（令和５年８月30日）

全国医療情報プラットフォーム

医療ＤＸ



〇新たな医療情報連携基盤など医療ＤＸの活用により、広域的な情報連携の推進が見込まれる

都内の状況（１）新たな医療情報連携基盤の構築

出典：東京都保健医療局「令和７年度第２回東京都医療ＤＸ推進協議会資料」（令和８年３月27日）より抜粋 66

第2回策定部会資料より再掲 医療ＤＸ



〇都内医療機関における電子カルテ導入率は着実に増加（R8.4.1時点で病院は75.1％、診療所は62.2％で導入済）

都内の状況（２）電子カルテの導入率

67出典：東京都保健医療局「令和８年度第１回東京都医療ＤＸ推進協議会資料」（令和８年６月５日）

医療ＤＸ



〇電子カルテを導入している医療機関のうち、自院の医療情報を他院に共有している医療機関は５％、国の標準規格（HL7FHIR）

に対応している医療機関は３％のみに留まっている

都内の状況（３）情報連携の状況

68出典：東京都保健医療局「令和７年度第２回東京都医療ＤＸ推進協議会資料」（令和８年３月27日）

医療情報連携の標準規格への対応自院の医療情報に関する他院への共有状況

医療ＤＸ



〇web予約システム、処方箋送信サービス、診察待順案内など、待ち時間を短くする、待ち時間を可視化する取組への期待が多い

都内の状況（４）医療ＤＸに期待すること

69出典：東京都保健医療局「医療ＤＸに関するインターネットモニター調査の結果について」

医療ＤＸ



地域医療構想調整会議・部会における主な意見

〇救急受入時の対応や他の医療機関への転院調整等をスムーズに進めるために、医療ＤＸを活用した
情報共有の重要性が高まっている

〇セキュリティ上の課題により病院間や行政との情報連携が進んでいない状況がみられる

〇医療情報の連携に当たっては、個々の病院が電子カルテを導入するだけでなく、診療情報の標準化
や共通プラットフォームの構築も必要

〇医療ＤＸを活用した情報連携については、地域や職種によって利用度合いに差があり、入退院時・
転院時・施設間・在宅療養中の状態変化を迅速に共有できるよう、ICTの標準化や共通ツールの整備
を進めるべき

〇病院、診療所、薬局、訪問看護、区市町村等が情報共有する体制を整備し、医薬歯連携を含む情報
連携が必要

〇生産年齢人口の減少を背景とした業務効率化や医療機関同士や医療と介護の連携強化は全圏域に共
通する課題であり、その手段として医療ＤＸへの期待が高い
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医療ＤＸ



医療ＤＸについて（要点）

項目 都内の状況

医療情報

の連携

〇国が進めている全国医療情報プラットフォーム構築を踏まえ、都は新たな医療情報連携基盤の構築を予定

〇電子カルテの導入は着実に推進（R8.4.1時点で病院75.1％、診療所62.2％）

○電子カルテ導入済の医療機関のうち、他院との情報共有は５％、国標準規格（HL7FHIR）への対応は
３％に留まる

利便性向上
〇web予約システム、処方箋送信サービス、診察待順案内など、待ち時間を短くする、待ち時間を可視化す
る取組への期待が多い
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医療ＤＸ

〇 医療機関間等における情報連携を円滑に進めていくため、新たな医療情報連携基盤によるつながる医療の実現が求められる

〇 デジタル技術の活用により、医療機関における業務効率化に加え、待ち時間短縮など患者の利便性や満足度向上を含めた、
 医療の質の向上も求められる



都の特性を踏まえた取組の方向性（案） 医療ＤＸ

① 新たな医療情報連携基盤によるつながる医療の実現

・電子カルテの導入促進
医療情報連携の基盤となる電子カルテについて、病院、診療所ともに導入率100％を目指す

・新たな医療情報連携基盤の構築
新たな医療情報連携基盤を構築し、全ての医療機関が接続可能となり、３文書６情報に加え、検査画像など充実した医療情報
の共有化を実現。また、患者自身も接続し、自身の医療情報が閲覧可能な環境を実現

② 医療ＤＸ、ＡＸを含むデジタル技術の活用による医療の質の向上

・医療ＤＸ、ＡＸによる業務効率化と患者満足度向上
医療情報連携の強化や業務負担軽減につながる医療ＤＸや、更なる業務の高度化と効率化につながる医療ＡＸの取組を推進

   また、デジタルツールの活用による、待ち時間の短縮や手続の簡略化など、患者の利便性や満足度向上につながる取組を推進

・デジタル技術の活用により患者がいつでも必要な医療を受けられる環境の実現
オンライン診療などの遠隔医療等について、地域の実情や疾病などの特性に合った活用を推進
新たな医療情報連携基盤を通じて患者や医療機関が詳細な医療情報を共有し、いつでも必要な医療を提供
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2040年の医療ＤＸの目指す姿
※イメージ図は生成AIにより作成
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医療ＤＸ



【１】外来医療

【２】在宅医療

【３】介護との連携

【４】人材確保

【５】医療ＤＸ

【６】その他検討すべき分野



新たな地域医療構想の記載事項について その他検討すべき分野

※上記以外の５疾病６事業を含む他取組についても、新構想を踏まえた取組を推進

医療分野 構想に反映する理由

人
口
減
少
下
で
も

維
持
が
必
要

①小児医療
○ＮＩＣＵ入院児数及び医療的ケアが必要な児の数は近年高水準で推移しており、高度な専門性を要する医療ニーズは継続

○重篤・重症の小児患者を確実に受け入れるため、都内４ブロックを事業推進区域とした小児救急医療体制を構築して
おり、症状に応じた役割分担と連携による対応が求められる

②周産期医療
○出生数に対するハイリスク妊婦の割合が高まっているため、高度な専門性を要する医療ニーズは継続

○ハイリスク妊産婦・新生児を確実に受け入れるため、都内８ブロックを事業推進区域とした周産期医療体制を構築し
ており、リスクに応じた役割分担と連携による対応が求められる

有
事
へ
の
備
え

③災害医療

○首都直下型地震等の大規模災害が起こりうることを想定し、平時から災害時を見据えた体制確保が求められる

○災害時には、被災状況に応じて、人材派遣、負傷者の救護及び搬送調整、医薬品などの供給等を機動的に行うため、

医療機関、関係機関、区市町村、都等を含めた全都的な連携により対応が必要

④感染症医療

○新興感染症の発生や流行に備え、平時から感染症危機に備えた体制の整備や人材育成が求められる

○新興感染症の発生時には、感染状況に応じて、医療提供体制の確保、療養環境の整備、検査体制の確保等を機動的に

行うため、医療機関、関係機関、保健所、区市町村、都等を含めた全都的な連携により対応が必要

地域医療構想が医療計画の上位概念となったことに加え、2040年とその先を見据えた持続可能な医療提供体制の構築に向け、

広域な役割分担・連携が求められる小児医療、周産期医療、災害医療、感染症医療を地域医療構想に反映するのはどうか
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〇都内を４ブロックに分け、ブロックごとに１施設ずつこども救命センターを設置

都内の状況（１）小児医療提供体制の状況
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その他検討すべき分野



〇出生数は減少する中、ＮＩＣＵ入院児数及び医療的ケアが必要な児の数について、近年は高水準で推移

〇休日・全夜間帯の二次救急患者数は、令和6年度は前年度を下回っている一方で、入院患者数は令和２年度以降増加

都内の状況（２）小児医療提供体制の状況
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その他検討すべき分野

平成
27年度

28年度 29年度 30年度
令和
元年度

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

出生数(暦年) 113,194 111,964 108,890 107,150 101,818 99,661 95,404 91,097 88,348 84,207

NICU入院児数 6,651 6,988 6,572 7,500 7,742 7,805 8,635 9,202 8,821 8,831

NICU等退院児数
(死亡含)

6,794 6,916 6,931 7,304 7,427 7,541 8,571 9,093 8,680 8,554

医療的ケアが
必要な児数

200 176 206 246 244 253 247 245 226 285

超重症児 8 14 31 27 21 21 22 38 29 47

準超重症児 72 41 64 94 68 76 89 94 82 94

その他 120 121 111 125 155 156 136 113 115 144

出典：東京都保健医療局「令和８年度第１回東京都小児医療協議会」（令和８年８月21日）

都内の出生数とNICU入院児数・医療的ケアが必要な児数の推移
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都内の状況（３）周産期医療提供体制の状況

78

その他検討すべき分野

〇都内を８ブロックに分け、基幹となる総合周産期母子医療センターを14施設（うち、スーパー総合周産期センターは６施設）設置



都内の状況（４）周産期医療提供体制の状況
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その他検討すべき分野

○出生数の減少を背景に、分娩取扱施設数は減少傾向にある

〇一方で、リスクの高まる35歳以上の母からの出生数や母体救命搬送受入人数の割合は増加傾向にある

東京都母体救命搬送システムの実施状況の推移

区分 Ｒ１年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

出生数(暦年) 101,818 99,661 95,404 91,097 86,348 84,297

母体救命搬送
受入人数

259 227 254 261 263 272

出典：東京都保健医療局「令和7年度第１回東京都周産期医療協議会」（令和８年２月２日）より一部改
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〇大規模災害等の発生時において、円滑に医療機能を確保できるよう、災害拠点病院を都内で84施設設置

○疾病の重篤化等による災害関連死を防ぐため、体調悪化時に要配慮者が適切に医療を受けられる体制整備が求められる

都内の状況（５）災害医療提供体制の状況

80

その他検討すべき分野

出典：東京都保健医療局資料
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〇都内医療機関等との協定締結を通じ、有事に備えた保健・医療提供体制の整備を着実に推進

○東京iCDCによる国内外専門機関等とのネットワーク強化や、研修・訓練等を通じた感染症対策に係る人材育成を推進

都内の状況（６）感染症医療提供体制の状況

81
出典：東京都保健医療局「令和7年度第2回 東京都感染症対策連携協議会資料」(令和8年2月5日開催)より一部改

その他検討すべき分野

○新型インフルエンザ等対応訓練

○東京iCDC（東京感染症対策センター）

出典：東京都保健医療局「令和７年度 新型インフルエンザ等対応訓練事例集 」

出典：2026東京の福祉保健

予防計画上の目標値の達成状況について（令和７年１０月１日時点）

項目 目標値 実績値（令和7年10月1日時点）

病床
流行初期 4,000床 5,086床

流行初期以降 6,000床 6,862床

外来
流行初期 1,000機関 3,089機関

流行初期以降 4,900機関 5,190機関

自宅療養者
等への医療
の提供

病院・診療所 3,400機関 3,730機関

薬局 4,800機関 5,727機関

訪看事業者 1,200機関 1,272機関

後方支援医療機関 310機関 458機関

人材派遣
医師 300人 557人

看護師 160人 627人

医療従事者の研修・訓練
協定締結医療機関の感染症に係る研修・訓練の実施
又は医療従事者を参加させている割合

100％ 83％

人材育成
保健所職員・都職員等に対する研修・訓練の

実施回数

1回／年
33回

※対象期間はR6.10.1～R7.9.30、
都保健所実施分も含む

検査体制
流行初期 11,000件/日 36,330件/日

流行初期以降 59,000件/日 67,820件/日

宿泊療養施
設

流行初期 1,200室 1,860室

流行初期以降 9,500室 11,180室



地域医療構想調整会議・部会における主な意見

〇地域で小児・周産期医療を診ることができる病院が減りつつあり、小児・周産期医療
提供体制の維持が課題

〇小児・周産期医療は、二次医療圏の枠組みだけでは議論しにくく、より広域的な連携
が必要

〇パンデミックや大規模災害時の対応についても、都道府県の役割として、新たな地域
医療構想に盛り込むべき

82

その他検討すべき分野



小児・周産期医療、災害医療、感染症医療について（要点）

項目 都内の状況

小児医療

〇都内４ブロック（三次救急）、こども救命センター４施設

〇ＮＩＣＵ入院児数・医療的ケアが必要な児の数は高水準で推移

○休日・全夜間帯の二次救急患者数の入院患者数もここ数年増加

周産期医療

〇都内８ブロック、総合周産期母子医療センター14施設

○分娩取扱施設数は減少傾向

〇35歳以上の母からの出生数や母体救命搬送受入人数の割合は増加傾向

災害医療
〇災害拠点病院 (都内84施設) を中心とした体制整備を推進

○災害関連死を防ぐため、体調悪化時に要配慮者が適切に医療を受けられる体制整備が求められる

感染症医療
〇協定締結を通じて、有事に備えた体制整備を推進

〇東京iCDCによる専門的知見の活用や研修・訓練等を通じた人材育成を推進

〇 医療的ケア児への対応など高度な専門性を要する医療ニーズは継続しており、小児医療の役割分担・連携強化に加え、高度・
専門医療を担う拠点機能の充実が必要

〇 ハイリスク妊産婦の対応など高度な専門性を要する医療ニーズは継続しており、周産期医療の役割分担・連携に加え、安全で
質の高い周産期医療体制の確保が必要

〇 災害拠点病院を中心とした体制整備や要配慮者が適切に医療を受けられる体制整備を進めており、有事の際に迅速かつ確実に
対応できるよう、災害拠点病院等を中心とした災害時医療体制の整備や区市町村や地域の医療機関との連携を強化することが
求められる

〇 協定締結を通じた体制整備や研修・訓練を通じた人材育成を着実に推進しており、有事の際に迅速かつ確実に対応できるよう、
感染症危機に機動的に対応できる体制の整備と人材育成の推進が求められる

その他検討すべき分野

小
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症 83



都の特性を踏まえた取組の方向性（案）

① 小児医療

・小児医療を担う医療機関の役割分担と連携強化
限られた医療資源を有効に活用するため、地域の実情に応じた医療機関の役割分担と連携強化を推進

・高度・専門医療を担う拠点機能の充実
こども救命センターを中心とした三次救急医療体制の強化等を実施

② 周産期医療

・周産期医療を担う医療機関の役割分担と連携の推進
限られた医療資源を有効に活用するため、オープン・セミオープンシステムの活用を進めるなど、医療機能に応じた役割分担
と連携を推進

・安全で質の高い周産期医療の体制確保
ハイリスク妊産婦への対応等について、安全かつ質の高い医療提供体制を確保

③ 災害医療

・災害拠点病院等を中心とした災害時医療体制の整備
災害時に人材派遣・負傷者の救護及び搬送調整・医薬品などの供給等を機動的に行うため、災害拠点病院等を中心とした役割
分担及び体制整備を推進

・災害時に特に支援が必要な患者等を適切な医療につなげるため、区市町村や地域の医療機関との連携を強化
災害時に特に支援が必要な妊産婦、医療的ケア児、人工透析を行っている患者等や体調が悪化した高齢者等の要配慮者を
適切な医療につなげるため、区市町村や地域の医療機関等との連携を強化

④ 感染症医療

その他検討すべき分野

・感染症危機に機動的に対応できる体制の整備
感染症発生時に備え、検査体制及び医療提供体制の確保等を行うとともに、DX等を活用し関係機関等との連携を強化

・感染症対策に係る人材育成の推進
東京iCDCの専門的知見の活用するとともに、協定締結医療機関等を対象とした研修など感染症医療人材の育成を推進 84



2040年の小児・周産期医療、災害医療、感染症医療の目指す姿
※イメージ図は生成AIにより作成

85

その他検討すべき分野



本日ご議論いただきたい主な論点

〇人材確保、医療ＤＸ、その他検討すべき分野の

各疾病・事業別協議会に検討すべき事項を

申し送りたい

〇その観点から、「2040年の東京の目指す姿」や
「都の特性を踏まえた取組の方向性（案）」に

ついて、追加すべき点などご意見いただきたい

人材・ＤＸ・その他
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